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　こうした国際的にも注目を集める問題と比べると目
立たないが、エジプトにはもう一つ、水資源の確保とい
う問題を抱えている。もともと国土のほとんどが沙漠に
覆われていて降雨量が少ないエジプトでは、水資源が
ひっ迫した状況にある。国連の持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals: SDGs）の指標
の一つである、再利用可能な取水量に対する実際の取
水量の比率を表す水圧力（water stress）を見ると、最
新データである2021年におけるエジプトの水準は
141%と世界8位であり、「致命的な（critical）」水圧力
に晒されている国に分類されている1 。近年エジプトで
は大幅な人口増加が続いており、今後水資源の需要
がますます高まっていくことが予想される。
　このような状況にあるエジプトにとって貴重な水源と
なっているのがナイル川であるが、このナイル川の水資
源の利用をめぐって、エジプト政府はエチオピア政府と
対立している。「エジプトはナイルの賜物」という言葉が
あるように、ナイル川はエジプトの象徴の一つである
が、ナイル川自体は10か国の流域国を抱える国際河川
である。ブルンジ・ルワンダ・タンザニア・ケニア・ウガ
ンダ・コンゴ民主共和国・南スーダンを流れる白ナイル
と、エチオピアを水源とする青ナイルの二つの川が、ス
ーダンの首都ハルツームで合流して一つの川となり、エ
ジプトを経て地中海へと流れていく（図1）。このうち、
青ナイルの上流国であるエチオピアが2011年に大エ
チ オ ピ ア・ ル ネ サ ン ス ダ ム（Grand Ethiopian 
Renaissance Dam: GERD）の建設を発表すると、エ
ジプトは自国が利用できる水量が減少し重大な損害を
受けるとして反発した。以降、スーダンも交えて3か国
の間でGERDの利用水量に関する取り決めをめぐって
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1.はじめに
　2020年代に入ってから、エジプトは度重なる国際問
題に巻き込まれる中で難しいかじ取りを迫られている。
COVID-19の世界的流行、隣国スーダンでの内戦勃
発、ロシアのウクライナ侵攻、イスラエルのガザ地区侵
攻……エジプトの外部で発生したこうした問題はエジ
プトの社会及び経済に深刻な打撃を与えると共に、外
交面でもエジプト政府を難しい局面に押しやった。特
に、2023年10月に始まった、イスラーム主義組織ハマ
ースによる大規模な襲撃事件への報復から始まったイ
スラエル軍のガザ地区への侵攻においては、エジプト
はガザ地区に対し唯一陸地の国境を有する国として停
戦交渉や支援物資の搬入において主要な役割を担っ
ている。また、2020年以前から西の隣国リビアでは2
つの異なる政府が統治の正当性をめぐって対立してお
り、現在のエジプトは陸地で国境を接する3国すべてが
武力紛争に陥る中で安定を維持している。

ナイル川、カイロ・ザマーレク島より対岸のカイロ市街地を撮影
（2020年2月29日、筆者撮影）
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幾度となく交渉が行われ、アメリカ政府・世界銀行やア
フリカ連合（African Union: AU）による仲介も行われ
たが、両国の主張は平行線をたどり交渉は挫折した。
その間にエチオピア政府はGERDの段階的な貯水を
一方的に進め、2025年9月に正式に運用を開始する予
定となっている。
　なぜ、エジプト政府とエチオピア政府（およびスーダ
ン政府）はGERDの運用に関する交渉を妥結できなか
ったのであろうか。そして、この2か国間の対立は周辺
諸国の情勢にどのような影響を与えるのだろうか。本
論考では、この2つの問題意識に基づいて議論を進め
ていく。まず2節では、GERDをめぐる対立と交渉の過
程について概観する。3節では、エジプトとエチオピア
が対立する背景として「水資源の利用をめぐる歴史的
な不均衡」と「ナイル川を軸としたアイデンティティ形
成」の二つを取り上げる。4節では、近年の動向からこ
の2か国間の対立が「アフリカの角」地域全体に波及し
かねない状況にあることを指摘する。最後に、日本が

この問題の解決に寄与できる可能性を指摘して締めく
くりとする。なお、筆者の専門がエジプト政治であるこ
とに鑑み、本論考も主にエジプトを中心にした分析と
なっていることを予めご了承いただきたい。

2. GERDをめぐるエジプト政府とエチオピア
政府の対立と交渉
　GERDの建設は2011年に始まった。スーダンとの国
境付近に位置し、大規模な水力発電能力を有するこの
ダムの建設構想自体は冷戦期から存在したものの、エ
チオピア国内の不安定な情勢やダム建設に対する意
欲の世界的な減退など様々な要因により、長らく実現
することはなかった。しかし1991年以降長らく与党の
座 に 就 い て い た エ チオピア 人民革命民主戦線

（Ethiopian Peopleʼs Revolutionary Democratic 
Front: EPRDF）の下で建設が掲げられ、国内での資
源動員や「一帯一路」構想を掲げる中国からの多額の
投資などによって、ようやく建設にこぎつけた2 。アフリ
カ大陸最大の発電用ダムとなるGERDの建設により、
これまで国民の半数以上が電力を享受できていなかっ
た状況が大きく改善するだけでなく、むしろ余剰電力
を生み出して近隣のスーダンやジブチに輸出すること
が期待された3 。
　エチオピア政府のこうした動きにエジプト政府は反
発したものの、不安定な国内情勢の影響もあり当初の
対応が後手に回った。エジプト政府はGERDの建設
発表時、エチオピアに対してダム建設自体に反対する
姿勢を見せていた。しかし、GERDの建設が始まった
2011年はちょうどエジプトで1月25日革命が発生した
直後であり、誰がどのような政治を運営するのかをめ
ぐって様々な勢力が相争う状況であった。こうした背景
から、当時の政治エリートにとってGERDの優先順位
は高くなく、ダム建設についてエジプトをはじめとした
他の流域国と協議するようエチオピア政府に圧力をか
けることができなかった4 。2012年の選挙により大統
領になったムハンマド・ムルスィーもまた国内情勢への
対応を優先し、GERDへの対応は手薄となった。一方、
スーダン政府はエジプトと同様GERD建設により水資

図1：ナイル川流域国の位置
出典：d-map.com（https://d-maps.com/index.php?lang=en）よ
り筆者が一部編集
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源の利用に影響が出る可能性があるものの、より安価
な電力供給が見込めることから、必ずしもエチオピア
の行動に反対一辺倒だったわけではない5 。
　2013年7月のクーデタ後、ようやくエジプト政府は
GERDへの対応に本格的に乗り出した。クーデタ後に
大統領となったアブドゥルファッターフ・アッル＝スィー
スィー大統領の指導の下、エジプト政府は国際社会に
向けてエチオピアへの圧力を呼びかけつつ、スーダン政
府を含めた3か国でGERDの運用をめぐる交渉を行っ
た6 。この結果、2015年に原則宣言（the Declaration 
of Principle）が発表された。この原則宣言はエジプト
とスーダンがエチオピアのナイル川における水利用を
初めて承認したものとして注目された一方7 、ダムの建
設に関わる何らかの具体的な権利の内容について3か
国間で合意したものではない点で、議論が進展したわ
けではなかった。
　その後3か国はこの原則宣言に基づき協議を続ける
ものの、事態に何ら進展をもたらさなかった。GERDの
建設及び運用にかかわる技術的・法的な問題について
議論する会合が定期的に行われたものの、3国の間で
何かしら統一した見解を提示するには至らなかった。
袋小路に至った状況を打破するため、2020年1月から
2月にかけてアメリカ政府および世界銀行が仲介を行
い、調停案を提示した。しかしこの内容に不満を抱いた
エチオピア政府が調停案を拒否し、交渉は頓挫した8 。
　その後もエジプト政府は国際的な圧力や仲介を通じ
た状況の打破を狙うが失敗し、一方でエチオピアによ
るGERD建設は続いていく。エジプト政府は国連安全
保障理事会でこの問題を取り上げるよう求め、また近
隣のアラブ諸国、特にエチオピアに多額の投資を行う
アラブ首長国連邦やサウジアラビアに対してこの問題
におけるエジプト政府の立場を支持するよう働きかけ
たものの、いずれも交渉の進展をもたらさなかった。ま
た、AUによる仲介も試みられるが、こちらも功を奏して
いない9 。一方、エチオピア政府は2020年以降段階的
にGERDの貯水を進めていき、エジプト・スーダン両政
府から反発を受けている。2023年7月にはスィースィー
大統領およびエチオピアの首相アビー・アフマドがカイ

ロで会談し、GERD問題に関する協定を4カ月以内に結
ぶことを表明したものの、こちらも同年末に頓挫した10 。
このように、エチオピア政府が2011年にGERDの建設
を開始するとエジプト政府が反発し、両国の間で
GERDを通じた水利用に関する協定を結ぶ試みが重
ねられたものの、袋小路に陥った状況が続いている。
こうした中で、エチオピア政府はエジプト・スーダン両
政府からの同意を得ずにダムの貯水まで完了させ、
2025年9月よりGERDの運用を本格的に開始させる
予定である。

3.エジプトとエチオピアが対立する理由：
歴史的背景とアイデンティティ形成
　なぜエジプトとエチオピアはGERDの建設や運用を
めぐり協定を結ぶことができなかったのだろうか。この
問題を理解するためには、ナイル川の水資源理由に関
する歴史的な背景と、エジプト・エチオピア両国にとっ
てのナイル川の位置づけを理解する必要がある。
　まず歴史的背景として、ナイル川の水資源利用に関
して流域国全体が参加する国際的協定が不在であり、
エジプトに極めて有利な状況が形成されていたことを
踏まえる必要がある。ナイル川の流水量を規定した国
際協定としては、1929年にイギリス政府とエジプト政
府との間で結ばれた「ナイル川の利用に関する協定」
と、その後継として1956年に独立したスーダン政府と
エジプト政府との間で結ばれた「ナイル川の十全な利

大エチオピア・ルネサンスダム（GERD)（2024年8月26日、エチ
オピア首相官邸撮影、Wikipedia Commonsより）
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用に関する協定」（以後1959年協定）が挙げられる11 。
これらはエジプトとスーダンが利用できるナイル川の
水量を規定しており、1959年協定ではエジプトに55.5
㎦、スーダンに18.5㎦を割り当てている。この水量は
蒸発等で自然に失われる水量（10㎢）と合わせるとナ
イル川の全水量（84㎦）に相当するが、これらの協定に
はエチオピアを初めとする上流国が参加しておらず、ま
たナイル川全流水量の86％がエチオピアから生じてい
ることなども考慮に入れられていない12 。
　この状況を解決するために1999年にナイル川流域
国イニシアティブ（Nile Basin Initiative: NBI）が設立
され、ナイル川の水資源に関する包括的な国際協定の
策定が模索された。しかし、1959年協定の堅持を主張
するエジプト・スーダンと、そうした枠組みの見直しを
主張する他の上流国との間で対立が生じ、最終的に
2010年に策定されたナイル川協力枠組み協定（the 
Nile Cooperative Framework Agreement）をエジプ
ト・スーダン両政府は批判して調印しなかった。なお、
このナイル川協力枠組み協定にはエチオピア・タンザ
ニア・ウガンダ・ルワンダ・ブルンジが批准していたが、
2024年に南スーダンが批准してこの協定は同年10月
に正式に発効した13 。
　このように、エチオピア政府がGERD建設を推し進
める背景には、エジプト（およびスーダン）がナイル川
の水資源をほぼ独占し、その状況を変えるための国際
的な枠組みを形成できなかったことに対する、エチオ
ピア政府の不満があると言える。エチオピア側からす
れば、自国が全水量の大半を生み出している川の水資
源を一切利用できない状況に反発することは自然なこ
とであろう。実際、先述した2020年のアメリカ政府・世
銀による調停案をエチオピアが拒否した背景として、こ
の調停案がエジプトの主張する1959年協定を前提と
する形で渇水時のGERDからの放水量を規定してお
り、実質的にエチオピアのみに負担を課す内容となっ
ていたことが指摘されている14 。
　また、エチオピアにおいてGERDが自国の開発と不
可分な事業として位置付けられている点も重要である。
先に述べた通り、GERDは水力発電所としては非常に

大規模で多くの国民に電力を供給する計画となってお
り、エチオピアにもたらすであろう経済的な恩恵は大
きい。加えて、エジプトからの反発によりGERDの建設
に際して外国からの投資を受けにくい状況であったこ
とから、エチオピア政府は国民に寄付を働きかけ、ダム
の建設費用のおよそ8分の1を集めている15 。このよう
に、GERDが国民的な事業として位置付けられるよう
になったことも、エチオピアが半ば強引にGERDの建
設を進める要因となっていると考えられる。
　一方、エジプト政府にとってナイル川の水量は一切
譲歩することのできない資源である。先述のように、エ
ジプトでほとんど唯一利用可能な水源がナイル川であ
り、近年人口増加が著しく今後水の需要が更に高まる
ことが予測される。ある研究によると、エジプトでは
2020年から10年間の内にバーチャルウォーター16 の
輸入量が61.5㎦に達すると推計されているが、これは
1959年協定で定めたエジプトの取水可能なナイル川
の水量を上回っている17 。したがって、現状でも水資源
が不足しがちなエジプトにおいて、更なる水資源の減
少は避けたいものと考えられる。
　ただし、GERDの建設によって実際にエジプトが利
用可能な水量がどの程度影響を受けるのかは不透明
である。GERDは水力発電の利用が主要な用途であ
るため、流水量への影響は限定的なものとみられる18 

。また、エジプトが南部に擁するアスワンハイダムは
GERDの2倍以上の貯水容量があり、仮に渇水時にエ
チオピアがエジプトに対して意図的にGERDを用いて
ナイル川の流水を抑制した場合でも、アスワンハイダム
の貯水量が大幅に減少した状態でなければそれほど
大きな影響は与えない、という推計もある19 。しかし、
エジプト政府はGERDの運用によってエジプトが受け
る被害を強調する傾向にある。
　また、結果的にGERDの運用に関する協定が結べ
ないことは、むしろエジプトにとって不利益である。な
ぜなら、こうした協定が存在しない状況では、仮にエジ
プトがGERDによる不利益を受けたとしても、エチオピ
ア側がその責任を回避できる可能性が高まるからで
ある20 。この点を踏まえると、議論の争点は「エジプト
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がエチオピア（および他の上流国）に対してどの程度ま
でナイル川の水資源を譲歩できるか」となるが、エジプト
政府は「ナイル川における水資源は一切譲歩しない」こ
とを前提に議論を進めようとしている。
　エジプト政府がこのように強硬な姿勢を崩さない背
景には、エジプトのアイデンティティにおいてナイル川
が主要な位置を占めていることも大きく影響している
と考えられる。エジプトでは古代よりナイル川がアイデ
ンティティの一角を占め続けており、現代においてもし
ばしば統治者によって「戦争を起こしてでも守るべき利
益」として表現されてきた21 。こうしたアイデンティティ
は現在でも引き継がれており、例えばスィースィー大
統領は2025年8月12日にウガンダのヨウェリ・ムセ
ヴェニ大統領と共同記者会見を行った際に「エジプ
トにとって水問題とは生存の問題（qaḍīyat ḥayā）
であり、もしわれわれが水を手放せば、命まで手放し
てしまうことになる」と述べるなど22 、ナイル川とエジプ
トという国家の生存を一体化させた発言をしている。ま
た、2024年9月1日に外務大臣のバドル・アブドゥルア
ーティーが国連安全保障理事会に手紙を送った際に
は、「エジプトは（中略）国連憲章で規定されたように、
自国の利益と住民を守るために必要なあらゆる手段

（all necessary means）を取る準備が完全にできてい
る」 23と、武力行使の可能性を示唆する表現を持ち出

している。
　以上をまとめると、GERDをめぐるエジプトとエチオ
ピアの対立の背景として、歴史的にエジプトがナイル
川の水資源を支配してきたことに反発しダム建設を自
国の開発につなげたいエチオピアと、ナイル川の水資
源を自身のアイデンティティの重要な一部分としている
がために譲歩を拒否するエジプトが、互いに自国の立
場に固執し共通の利益を見出せないことが指摘でき
る。こうした背景を踏まえれば、GERDをめぐる両国の
対立は単に水資源の配分を決めれば解決できるもの
ではないことが理解できるだろう。

4.水資源紛争のスピルオーバー：
「アフリカの角」地域の不安定化リスクへ

　これまで、GERDをめぐるエジプト・エチオピア間の
対立は、あくまでナイル川の水資源をめぐるものに留ま
っていた。しかし近年、この2国間の対立の影響がアフ
リカの角（the Horn of Africa）地域の周辺諸国に拡大
しつつある。紅海沿岸ではソマリアの海賊問題のほか、
最近ではイスラエルのガザ侵攻に端を発するイエメン
の武装勢力フーシー派による船舶の拿捕が物流に悪
影響をもたらしているが、エジプトとエチオピアの対立
がアフリカの角地域全体に波及すればこの状況がさら
に悪化しかねない。
　きっかけは2024年1月に、エチオピア政府とソマリラ
ンド政府の間で港湾の貸与に関する了解覚書（MoU）
が結ばれたことだった。1993年のエリトリア独立以降
内陸国となったエチオピアは、輸出入の大半を隣国の
ジブチの港湾を経由して行っていたが、年間15億ドル
に上る使用料はエチオピアにとって負担となっていた。
今回のMoUは、エチオピアがソマリランドから沿岸部
を50年間賃借してそこに海軍基地を建設する契約とな
っており、新たな流通網の橋頭保にすることを狙ってい
ると考えられる24 。
　ここで問題となるのが、ソマリランドの法的地位であ
る。ソマリランドは、1991年にソマリアが内戦に陥り中
央政府が統治能力を失った際に独立を宣言した非承
認国家である。領域内を実効的に統治するソマリラン

ナイル川、カイロ・タフリール広場近郊の橋から撮影（2017年8
月3日、筆者撮影）
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ドは、統治能力を失ったソマリア政府と対比して「事実
上の国家」とも呼ばれるが、ソマリア政府はソマリラン
ドの独立を認めておらず、今日に至るまでどの国連加
盟国もソマリランドを承認していない。しかし、この
MoUはエチオピア政府がソマリランド政府を独立した
主体とみなしたことを示唆し、またMoUにおいても将
来のソマリランドに対する独立承認を約束したとも解
釈できる文言を含んでいたとされる25 。この動きに当
然ソマリア政府は反発し、両国の関係は大きく悪化し
た。最終的には、2024年12月11日にトルコが両国
を仲介してアンカラ宣言を発出し、ひとまず事態は
沈静化した26 。
　この2国間の対立に対し、エジプト政府はソマリア政
府を積極的に支援する姿勢を見せた。MoUの締結が
発表された翌日には、スィースィー大統領がソマリア連
邦大統領のハッサン・シェイク・モハムッドと電話で会
談し、「ソマリアの側に立ち、その安全と安定を支持す
るエジプトの確固たる立場」を伝えた 27。同月20日に
はカイロでスィースィー大統領がモハムッド大統領と会
談し、共同記者会見の場で「ソマリアの内政への干渉
と領土の一体性を損ねる行為を断固として拒否する」
エジプト政府の姿勢を表明した28 。その後も6月29日
に両国の外務大臣がカイロで会談し29 、7月4日には両
国の大統領が電話でこの問題についてやり取りした30 
。さらに8月14日にはモハムッド大統領が再度カイロに
来訪し、軍事協力協定に調印している31 。その後も同月
31日に両国の首相がカイロで会談し32 、アンカラ宣言
が発出された直後の12月14日には両国の外務大臣が
電話会談を実施33 、その9日後にはカイロで直接対談
するなど34 、この時期に非常に密接な交流が見られた。
こうした交流を経て、2025年1月23日に両国の関係性
を「戦略的なパートナーシップ」に格上げする共同声明
の調印に至っている35 。また、エジプトはこれまでソマ
リアでの治安維持のためにAUが派遣してきた連合軍
に参加してこなかったが、2025年から派遣されるAUソ
マリア 支援・安定化ミッション（AU Support and 
Stabilization Mission in Somalia: AUSSOM）に参
加することを決定している36 。なお軍事面での協定に

関して、スィースィー大統領が国内のイベントで「エチオ
ピアとは関係がない」と発言しているものの37 、エチオピ
ア政府はAUSSOM派遣と併せてエジプトの動きを脅
威として認識している38 。
　また、エジプト政府はエリトリアとの関係を強め、エ
チオピアに対抗する勢力を形成しようとする外交も展
開した。MoUが調印された10日後の2024年1月11日
には、エジプト外務大臣のサーミフ・シュクリー39 が早
速エリトリアを訪問し、スィースィー大統領からのメッセ
ージをエリトリア大統領のイサイアス・アフウェルキに
伝えている40 。そのおよそ2週間後の1月24日にはスィ
ースィー大統領とアフウェルキ大統領がカイロで会談
した41 。その後も8月19日にスィースィー大統領とエリ
トリアのオスマーン・サーレフ外務大臣が42会談し、9月
14 日 に は エ ジ プ ト の 総 合 諜 報 庁（General 
Intelligence Service）の長官アッバース・カーミルとア
ブドゥルアーティー外務大臣がスィースィー大統領のメ
ッセージを携えてエリトリアを訪問するなど43 、密接に
やり取りを行っている。そうして10月10日にはソマリア
も含めた3国の首脳会談がエリトリアの首都アスマラ
で行われ、エジプトとエリトリアがソマリアに対して「あ
らゆる形態の支援」を行うことを表明している44 。また
2025年1月11日には3国の外務大臣がカイロで会談
し、共同記者会見の場ではエジプトのアブドゥルアー
ティー外務大臣が「紅海において沿岸でない国の軍や
海軍の存在はどのようなものであれ受け入れられない」
とエチオピアへの非難を示唆する発言を行っている45 。
その後2月28日にはアブドゥルアーティー外務大臣とア
フウェルキ大統領がエリトリアで会談し、今度は両国共
同で「紅海において沿岸でない国の軍や海軍の存在
はどのようなものであれ受け入れられない」ことを表明
している46 。更に3月23日には両国の外務大臣がカイ
ロで会談しており47 、両国間の関係は急接近した。
　ただし、エリトリア以外の周辺国とは反エチオピアで
の協力関係は形成できていない模様である。ジブチと
は2024年10月30日にスィースィー大統領とジブチの
オマール・ゲレ大統領の間で電話会談を行っている
が、エジプト大統領府からの発表ではソマリアへの言
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及はない48 。その後2025年1月12日に行われた外務
大臣間での電話会談では「統一、安定、領土の一体性
を保持する努力を含むソマリアへの支援」に言及され
るが 49、2月2日のカイロでの大統領会談ではスィースィ
ー大統領が「ソマリアの統一・安定・領土の一体性の支
援に対するエジプトのコミットメント」を強調したにとど
まり50 、4月23日のジブチにおける両大統領の会談では

「紅海における航行の安全と自由を脅かすいかなる行
動」への拒絶を表明しているが51 、先のエリトリアとの
会合で述べた文言と比べればエチオピア非難の色合
いは明らかに薄いと言える。これらから、ジブチはエチ
オピアへの明確な批判を避けていることがうかがえる。
ケニアに関しては、2024年3月6日にアデン・デュアル
国防大臣がカイロでスィースィー大統領と面会した際
に紅海の情勢に触れられた程度で留まっている52 。7
月20日にはケニアのウィリアム・ルト大統領がスィース
ィー大統領と電話で会談しているが、公式声明では紅
海に関する言及はない53 。したがって、エジプトによる
反エチオピア同盟の形成は、今のところエリトリアとソ
マリアの2国に限られているといえるだろう。
　こうしたエジプトの外交努力は、GERD問題におけ
るエチオピアからの譲歩を得るためのものだと解釈す
ることができる。この問題が発生する以前には、エジプ
トとソマリアの間に目立った外交関係は存在せず54 、
また先述の通りAUSSOM以前にソマリアに派遣され
ていたAUの連合軍にも参加していなかった。こうした
状況から一転して軍事協定を結び戦略的パートナーシ
ップに格上げする動きを見せることは、たとえ大統領
が否定的なコメントを発していたとしても、対立を深め
ているエチオピアを意識した行動であると解釈するの
が普通である。加えて、同時期にエチオピアと対立関
係にあるエリトリアとも密接に交流しソマリアと共に3
か国で関係を深めようとする動きは、この解釈の説得
力をより高めているといえる。エジプトとエチオピアは
国境を接していないが、ソマリアにおける軍事的なプレ
ゼンスを高めることによってエチオピアへの圧力を強
め、GERD問題における譲歩を引き出そうとしていると
考えられる。

　こうした状況が今すぐに武力衝突等に発展する可能
性は低いが、エジプトとエチオピアの関係悪化が続け
ば混乱を引き起こす可能性は十分にあり得る。近年エ
ジプトの対外債務が膨張しており55 、軍事行動を実施
して国際社会の中で孤立すれば債務危機や経済危機
に陥りかねない。また、主要な外貨収入源の一つであ
るスエズ運河の通行料収入が減少するリスクを考慮す
ると56 、エジプトが軍事行動を実施してアフリカの角地
域の混乱を深めることは自身にとってコストが大きく、
選択するハードルは高いと考えられる。しかし、エジプ
トの経済状況は悪化の一途をたどっている現状を考慮
すると57 、それに対する市民の不満を逸らすためにエ
チオピアに対する何らかの軍事行動を実施する可能性
は否定できない58 。先述したようにエジプトではナイル
川が主要なアイデンティティの一つとなっていることを
踏まえると、特にGERDが実際にナイル川の水量に影
響を及ぼしていると解釈できるような事態が発生すれ
ば、スィースィー政権にとって支持を集める格好の機会
となりうる。また、先に述べたようにこのようなエジプト
政府の行動をエチオピア政府は脅威と認識しており、
エジプトのソマリアでの軍事プレゼンスの増大が2国
間の対立の激化やエチオピアの国内情勢の不安定化
につながるリスクも考えられる。
　なお、2025年7月にアメリカのトランプ大統領が

ナイル川、カイロ・船上より撮影したカイロ市街地（2019年3月
2日、筆者撮影）
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GERD問題への関心を示していることが話題となった
が、アメリカの介入によって事態が好転する見通しは小
さい。トランプ大統領はGERD問題が単なる地域の問
題ではなくなっており、「このダムはエジプト人の生命
そのものを表している」と述べて問題の迅速な解決を
主張している59 。しかし、この極めてエジプト側に寄っ
た発言の裏には、ガザに居住するパレスチナ人をイス
ラエル軍が追放した際にエジプト側が一時的であれ引
き受けることに同意してもらう狙いがあることが指摘さ
れている60 。もしこれが正しければ、アメリカ政府はエ
ジプト政府に対してGERD問題で援護する見返りとし
て、イスラエルによるパレスチナ人の民族浄化に対して
加担することを要求するものであり、受け入れてしまえ
ば国内からの反発は必至である。また、受け入れた場
合にはパレスチナ人の処遇をめぐって国内で大論争が
生じると予想される61 。したがって、もしトランプ大統領
によるGERD問題をめぐる援護がこのような「ディール」
であれば、エジプト政府は到底受け入れられないであ
ろう。また、2020年に行われたアメリカ政府と世界銀
行による仲介の失敗も前のトランプ政権下で行われた
ことに鑑みると、もし今後介入が行われるとすればそ
れはエジプトに有利な形になるとみられ、エチオピア
側が自発的に受け入れる可能性は低い。よほどエチオ
ピアにとって大きな見返りをアメリカが提供できなけれ
ば、やはり介入は上手くいかないことが予想される。

5.おわりに
　以上、本論考ではエジプトとエチオピアがGERDを
めぐって対立した経緯とその背景について概観し、そ
の対立がアフリカの角地域全域に広がりつつある現状
について確認した。GERDをめぐる対立は、単に水資
源の配分をめぐる問題なだけでなく、GERDを経済発
展の足掛かりとしたいエチオピアと、ナイル川をアイデ
ンティティの主要な要素の一部としその譲歩はあり得
ないと考えるエジプトが、互いに自身の立場に固執す
ることで継続する問題であると言える。そして、昨今で
はエチオピアとソマリランドが締結した港湾租借の
MoUを契機として、エジプトがソマリアとエリトリアに

働きかけて反エチオピア同盟を形成し、またソマリアと
の軍事的な結びつきを強めてエチオピアに圧力をかけ
るようになっている。このエジプト・エチオピア間の緊
張の高まりは、周辺のアフリカの角地域全体を不安定
化させるリスクがあり、今後も注視し続ける必要があ
る。
　日本にとって紅海は海運上の要衝であり、これまで
もジブチへの自衛隊派遣を筆頭にアフリカの角地域の
安定に注意を払ってきた。このことを踏まえると、エジ
プトとエチオピアの関係改善に働きかけることの必要
性と意義は大きいと思われる。では、この問題に対し
て、日本はどのような対応を取るのが望ましいだろうか。
この問題はそれぞれのアイデンティティに関係する要
素を多分に含むことから、まずは両国の信頼を醸成で
きるような取り組みから始めることが望ましい62 。特に、
両国が利益を共有できるような取り組みを提示できれ
ば、そこから少しずつ関係を深めていくことが可能にな
るだろう。経済的な関係強化が特に望ましいと考えら
れるが、水資源に関わらない文化交流の促進から始め
ていく方が取り組むハードルが低く、非政府主体も参
加しやすいであろう。こうした取り組みの効果は一朝
一夕のうちには出ないものの、下手に交渉を妥結させ
るよりも長期的には地域の安定に寄与すると考えられ
る。日本は特にエジプトにおいて教育など文化面での
援助に積極的であることから、他国よりも一定の優位
性があると言えるだろう。
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